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１．当中間決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する定性的情報 

経常収益は、リース業における売上高が減少したものの、将来のマクロ経済指標の改善により一般貸倒引当金が大

幅戻入になったこと及びカードビジネス関連手数料等の増加により、前年同期比 3億 44 百万円増加の 292 億 8百万

円となりました。 

 一方、経常費用は、リース業における売上原価のほか、主に銀行単体における営業経費の減少により、前年同期比

2億 2千万円減少の 238 億 61 百万円となりました。 

この結果、経常利益は前年同期比 5億 64百万円増加の 53億 46 百万円となりました。親会社株主に帰属する中間

純利益は、前年同期比 5億 58 百万円増加の 37億 16 百万円となりました。 

(2) 財政状態に関する定性的情報 

財政状態について、当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比 702 億 8百万円減少の 2兆 9,946 億 57

百万円となりました。純資産は、前連結会計年度末比 1億 55百万円減少の 1,348 億 63 百万円となりました。 

主要勘定としては、預金等（譲渡性預金を含む）は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による貯蓄性向の高ま

り等により個人預金を中心に増加したことから、前連結会計年度末比 828 億 58 百万円増加の 2兆 6,811 億 18百万円

となりました。借用金は日本銀行からの借り入れを 9月末に返済したこと等により前連結会計年度末比 1,892 億 59

百万円減少の 1,086 億 12 百万円となりました。貸出金は法人向け貸出や住宅ローンの増加により、前連結会計年度

末比 36億 64 百万円増加の１兆 8,080 億 78百万円となりました。有価証券は外国債券の取得により前連結会計年度

末比 367 億 44 百万円増加の 4,009 億 23 百万円となりました。 

(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

2022 年５月 11日公表の通期の連結業績予想に対し、親会社株主に帰属する中間純利益の実績は、進捗率約 67％と

なっております。しかしながら、米国を中心とした金利上昇及び足元の急激な円安がもたらす金融市場の動向や、物

価上昇が景気に与える影響を見極める必要があることから、2023 年３月期通期の業績予想は変更しておりません。 
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（４）継続企業の前提に関する注記 

該当ありません。 

（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（会計方針の変更） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021 年６月 17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当中間連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第 27－２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用すること

としております。 

これにより投資信託財産について市場価格の有無、重要な解約制限の有無及び基準価額を時価とみなす取扱いの

可否等の判定を行い、時価を算定することといたしました。 

なお、この変更による中間連結財務諸表に与える影響はありません。 

（６）追加情報 

（取得による企業結合） 

当行は 2022 年 8月 26 日の取締役会において、必要な関係当局の認可等が得られることを前提として、株式会

社リウコム（以下「旧リウコム」。）が会社分割（新設分割）の方法により設立し、IT事業を承継させる新会社

（以下「新リウコム」。）の株式を 100%取得することについて決議し、同日、旧リウコムとの間で株式譲渡契約を

締結いたしました。 

１. 企業結合の概要 

（１） 被取得企業の名称及び事業の内容 

① 被取得企業の名称 株式会社リウコム  

② 事業の内容 IT 事業 

（２） 企業結合を行う主な理由 

近時、金融機関や事業会社を取り巻く環境は大きく変化しており、特に、デジタルトランスフォーメーシ

ョンの進展により、当行グループ、及びグループのお客さまのデジタル戦略推進ニーズは今後ますます多様

化・複雑化・高度化していくことが見込まれます。 

このような状況のもと、旧リウコムの IT技術力と当行の事業性評価に基づくソリューション提案力を融合

することにより、地元企業の経営課題の解決及び IT化の推進に貢献するため、会社分割により旧リウコムの

IT事業を承継する新設会社である新リウコムを設立し他業銀行業高度化等会社の認可を取得したうえで、新

リウコムを当行の完全子会社とするものです。 

（３） 企業結合予定日 

2022 年 12月１日 

（当初発表時の予定日より変更しております。当初予定日 2022 年 11月 14 日） 

（４） 企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

※当行は、旧リウコムの IT事業を承継する新リウコムを以下の手順で完全子会社化する予定です。 

＜Step １：旧リウコムが会社分割（新設分割）により新リウコムを設立＞ 

2022 年 12 月 1 日を効力発生日として、旧リウコムが会社分割（新設分割）の方法により IT 事業を

承継させる新リウコムを設立いたします（必要な関係当局の認可等の取得状況により、効力発生日を延

期する可能性がございます）。なお、この時点で、旧リウコムは株式会社 RCMアセットマネジメントに

商号を変更し、新リウコムの商号を株式会社リウコムとします。 

＜Step ２：当行が新リウコムを 100%子会社化＞ 

当行は、必要な関係当局の認可等が得られることを前提として、旧リウコムとの間で締結した株式譲

渡契約に基づき、新リウコムの株式を 100%取得いたします。 
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（５） 結合後企業の名称 

株式会社リウコム 

（６） 取得する議決権比率 

企業結合日当日に議決権を 100％取得いたします。 

（７） 取得企業を決定するに至る主な根拠 

株式取得により議決権を 100％保有することになるためであります。 

２. 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

2022 年 12 月１日から 2023 年３月 31日の予定であります。 

３. 被取得企業の取得予定原価及び対価の種類ごとの内容 

（１） 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

普通株式 2,000 百万円 

対価 現金 

（２） 主要な取得関連費用の内容及び金額 

現時点では確定しておりません。 

４. 発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

現時点では確定しておりません。 

５. 企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。 

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する一定の仮定）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定について、前連結会計年度の有価証券報告書における記載内

容からの重要な変更は行っておりません。
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